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The purpose ofthis longitudinal study is toinvestigate the sports activities were a宜ected by some factors. 
As a resuJt the foJJowing muJtiple regression analysis: 
1) People that spo巾 activitieswas increased had been a能cted by the meals and conversation 
2) People that sports activities was lowered, had been affected by the watching sports games 
3) People who sport activities did not change, had been affected by the number of fl匂nds .
1.はじめに
文部科学省 1) rスポーツ基本計画J (2012 年)
において「できる限り早期に成人の週 1 回以上の
スポーツ実施率が 3 人に 2 人 (65%程度) ，週 3
回以上のスポーツ実施率が 3 人に 1 人 (30%程
度)となることを目標J とされている。最近の調
査では内閣府2) r東京オリンピック ・ パラリンピ
ックに関する世論調査J (2015 年)によると ， 成
人の週 l 回以上のスポーツ実施率は 40.4% となっ
ており，目標となる数値には及んで、いない状況で
ある。さらに，大学生の身体活動に関する研究は，
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について，文部科学省 5) r体力 ・ 運動能力調査j











































本研究は 2012 及び 2014 年度での縦断的調査に
回答した対象者のパネル ・ データを用いて，実施
頻度の経年変化を明らかにし，その変化に応じた





























(2) 各項目に対して fl.思わないJ f2 . やや思わ
ないJ f3. どちらでもなしリ f4. やや思う J f5. 
思う J と 5 段階尺度を用いた。回答は全て間隔
尺度と仮定して l 点'"'-'5 点で得点化した上で
分析に使用した。なおスポーツ情報は，類似性
の観点、から大きく以下の 3 つに分類した。
i )会場観戦 ・ TV.WEB ・ ラジオを情報
源として試合観戦するスポーツ“試合"
情報





















分析対象者 (541 名)の基本属性を表 l に示す。
なお， 2014 年度の学年が不揃いの理由は，学年進級
に要件があり，留年した学生が発生したためである。
表1 分析対象者(541 名 ) の基本属性
2012年度 2014年度
塁 女 男 女
学年 l年生 266 22 
2年生 237 16 28 。
3年生 250 22 









識の「意欲j ・ 「得意J，スポーツ情報[試合j ・ 「結
果J ・ 「会話J ，過去の運動経験の「小学校J ・「高
校J において有意な主効果がみられた。(実施頻
度 : F(2.538.ソ =150. l~p ぐ .001 ・アルバイト時
間 : F(2.538ソ= 21. 90, p <. 05 ・ 運動意識の意
欲 : F(2. 538ゾ= 3α 31， p ぐ .001 ' 得意 : F(2. 538ソ=
18.09, p ぐ. 001 ・スポーツ情報試合 :F(2.53ηz
17. 56, pぐ.001 ・ 結果:F(2. 53η=21.9αpぐ.001 ・
会話 :F(2. 53η= 1ι8ιp ぐ . 001 ・小 学




意(増，減>ー) ，試合(増，減>ー) ，結果(増 >







































は 54. 1%で、あった。 一定群のうち 8 害IJにあたる
43. 1%は，両年度と も実施頻度が O 日と回答した。























増加群は 20 12 年度1. 0 日から 2014 年度 3.0 日
に増加した。減少群は 2012 年度 3. 4 日から 2014
年度1. 2 日に減少した。増加群と減少群について
は対応のある t検定を行い有意な差が示された。
(増加群 : t( 11 4)=-16. 730， pく . 001 ・減少群:
















































































~=. 155, p<. 01)。一定群は実施頻度に対して f友









(54.1%) が最も多く，次いで増加群 (2 1.3%) 
と減少群 (24. 倒)がほぼ同程度の割合であった。
さらに頻度の推移を見ると増加群 (+2. 0 日)と
減少群 (-2. 2 日)は，増減量がほぼ同じであった
ため相殺され，このことが全体での実施頻度の推















話j 情報と 3 食摂取日数の「食事J の順で正の影
響を受けていた。まず，スポーツ実施に対する f会
話j の有効性は，文部科学省 7) r全国体力 ・ 運動
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ーチには， Prochaska ら (0) (1) による行動変容ス
テージモデ〉レが当てはめられる。これは人が行動
(生活習慣)を変える場合， r無関心期J ・「関心
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